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はじめに
グローパノレ化が進む中で、各大学はその特色
づくり・個性化が求められている。本学の教育
学について、その持ち味を生かして、これから
どのような方向を目指して進むのかを展望する
ために、現状とこれまでの歩みを述べて、皆さ
んのご意見をお聞きしたい。
I大阪市立大学教育学専修の現状
(1)前期(M)及び後期(D)の博士課程
旧課程 (2000年以前)では、いわゆる MD
共通の通年授業(講義・演習 2年間8単位)
が組まれていたが、新課程 (2001年以降)に
なってから、 M とDを分けて、 Dについての
授業は「論文指導J (3年間で 12単位) 本
になった。他方、 M についても、 「総合研究
(1，1) J (1年目)や「研究指導(1，
1) J (2年目)が設けられ、また人間行動学
専攻の共通科目(人間行動学研究 1~IV) の選
択履修など、大学院のカリキュラムはM、Dと
もに大きく変わった。旧課程に比べて新課程で
は、柔軟な運用が難しくなった面も指摘できる
が、別の面ではより学際的で異分野間交流を促
す教育研究が推進できるカリキュラムとなった
ことも見逃せない。
実際、 D院生は、必要に応じて(指導教員の
助言を受けて)M向けの授業に出席してM院
生と共に学んでいる。また、 M院生向けの講
義・演習とは別に設けられた論文指導の時間に、
日常的な個別指導と定期的な合同指導(正副担
当教員)を受けている。これらと併せて、学会
発表や学会誌投稿が年度ごとに計画され、実行
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されている。そして新たに設けられたD院生
の複数指導体制は、これまでとかく閉鎖的にな
りがちであった指導を多少なりとも改善してい
る。
新課程の特徴の一つは、 D院生に3年聞を目
処に、課程博士号が取得できる論文指導を組ん
でいることである。旧課程では、後期課程進学
後少なくとも 5、6年を要して取得していたが、
新課程では、学位論文執筆条件(学会誌を含む
2本以上の査読付き論文)を明示した上で、具
体的な論文指導(r教育研究フォーラム」発表
や『教育学論集』執筆を含む)を行っている。
2004 年~2006 年には、このシステムに基づい
て課程博士が誕生している(図表1参照)。し
かしながら、研究テーマや院生の条件によって
は、査読イ寸き論文が中々書けないこともあるの
で、指導改善の余地があるだろう。また、近年、
教育学専修へ新入学する学生が減少しているの
で、座して待つのではなく、教員スタップの充
実を図り、かっ専修の特色を一層明確に打ち出
す必要に迫られている。
(2 )学部・大学院の接続・連携と修了(単位
修得退学)後の進路
まず学部と大学院の接続や交流に関しては、
教育学専修のアキレス脆ともいうべき問題があ
ると感じてきた。これまで院生・学生による自
主的な研究会が幾たびか組織されてきたが、院
生の修了や学部生の卒業により継続性がなかな
か難しかった。現在、自主的研究会づくりとは
別に、学生・院生が日常的に勉学交流できる教
室の環境改善を図っている。とくに教育学図書
室兼演習室としてこれまで使用されてきた「共
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同研究室J (146室)は、学部生、院生、教員
の交流・談話室としてその装いを一新した。
つぎにM とDでは修了後の進路が具なって
いる。前者の多くは、小学校・中学校の教員と
なっている。 D出身者は、ほとんど大学・短大
へ就職しており、しかも、他専修と比べてスム
ーズである。公募による採用もあるが、教員の
コネクション(人脈)による場合が多いことに
も留意しよう。
E 持続可能な学風づくり
( 1 )教育学専修の前身
大阪市大文学部に教育学専攻が設置されたの
は 1955年(当時のスタッフは6名)である。
その後、 1969年に大学院の修士課程、 71年に
は博士課程が順次設けられ、他の専攻並みの教
育研究体制が整った。その時に、教育学教室の
基本方針が以下のように定められている。
「教育学教室は、広い意味での教育方法学とい
う性格をもったものとして発展してきた。広い
意味での教育方法学というのは、学習指導論
(生活指導論を含む)、教育課程論さらには学
校制度論、社会教育論、教育行政論、教育政策
論など現実の教育の実施の仕方に直接かかわる
研究、およびそれらの基礎理論としての教育哲
学(教育思想)、教育心理学、教育社会学、人
間関係学などの研究を意味し、教育史はこれら
の時間的発展、変化の相において把握するもの
として位置づけられる。 J (~文学部三十年
史~ 1983年59頁)
教育学教室の教育研究体制は、だいたいこの
方針に沿って、今日まで継承されてきたといえ
る。これを大学院の修士課程(現前期博士課
程.講義と演習)に照らしてみると、 2000年
までは、教育学基礎問題研究、教育方法学研究
I、教育方法学研究E、教育学特殊問題研究 I、
教育学特殊問題研究E、などのような科目が配
列されてきた。端的に言うと、それは教育基礎
学(思想・歴史)をベースとして、教育方法学
(生活指導論、授業・教育課程論)が中心をな
し、その周辺に教育行政・制度論、教育心理学、
教育社会学等を配置するといういわゆるコアカ
リキュラムを構成してきた。
この問、教職課程の拡充政策を追い風にして、
教職課程(教師教育学を専門とする)の専任ポ
ストが教育学教室に加わったo なお、 2001年
からの大阪市大・大学院部局化にともなって、
また文学研究科の人員削減計画に応じて、大学
院カリキュラムは改組された。それと関係して、
教育方法学研究 (I.II)を学校教育学研究
(I.II)に改称して、周辺に位置する教育心
理学研究、教育行政学研究、教育社会学研究と
いう単独科目(講義のみ提供)を教育学特殊問
題研究(1. II)へ統合するか、あるいは廃止
した(図表2参照)。
(2 )教育方法学を中心に置く
2012年現在、教育基礎学の分野は、教育思
想・歴史および教育行政・制度論であり、教育
方法学の分野は、生活指導論と授業論(教授・
学習論)からなり、それに教師教育学(教職課
程)と教育文化論が加わっている。
近隣の大学大学院(京大=史哲的研究の伝統
場、阪大=社会学的研究の伝統)と比べて、教
育方法学を中心とする教育学の研究というこれ
までの大阪市大の特色は決して色あせてはいな
い。大学院修了生もこの分野へ進出するものが
圧倒的に多いのであるから、今後もこの方面の
教育研究体制の充実を図る必要があるだろう。
なお、補足すると、本学文学研究科専修の教
育学分野では、私 (1984年赴任)は教育思
想・歴史を扱う教育基礎学に配置されているが、
これまで教育史(西洋教育史)または技術・職
業教育の国際比較論をテー7 として研究してき
た。最近では、専ら中等教育・職業教育カリキ
ュラム国際比較研究に従事しており、教育方法
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学にも関わる研究のスタンスをとっている。
専門化細分化が進む現代教育学の世界にあ
って、本学においては教育方法学の周辺に位置
する専門分野(教育基礎学を含む)は、その独
自的な教育研究とともに学際的な方向性を志向
することによって、大阪市大教育学の特色をな
す教育方法学を中心とする教育学を再構築する
努力が求められるし、同時に教育方法学もまた
その周辺分野を視野に入れた学際的な教育研究
を企図する学風づくりが望まれる。
担当
教員
*最近の京大教育学研究科の特色には臨床的
な教育学が加わっている。
図表1 教育学専修院生在籍数(新旧両課程)
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
前期M 7(2) 7(1) 4 6 6 6 3 3 3 3 
後期D 8(4) 9(5) 10(5) 8(3) 4 5(1) 3(1) 3(1) 4(1) 2(1) 
D取得 1 3 1 2 
備考 Oは留学生数。本図表は2010年文学研究科FD研修会報告(堀内)に基づく。
図表2 教育学専修前期博士課程科目と担当者の変遷(1984年以降)
教育学基礎 学校教育学研究 1I 教育学特殊問題研究 1I 
問題研究 (旧教育方法学研究)
石附実 佐藤三郎→豊田ひさき→空席 細井克彦(旧教育行政学研究)→滝
→堀内達夫 桂正孝→湯浅恭正(現職) 沢潤(現職)
(現職) 木原俊行(教職 2001)
添田晴雄(現職)
備考:演習科目および人間行動学専攻共通科目(人間行動学研究1-IV)を除く。
